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Ⅰ．問題と目的
　平成19（2007）年度に、我が国はこれまでの特
殊教育体制から特別支援教育体制へ移行した。移
行に備えて、様々な文部科学省所管事業が実施さ
れた。例えば、平成15年3月に「今後の特別支援教
育のあり方（最終報告）」（文部科学省, online1）が
発表されて以降、特別支援教育体制を整備するた
めに、文部科学省所管事業として「特別支援教育推
進体制モデル事業」（平成15, 16年度）（文部科学省, 
online2）や「特別支援教育体制推進事業」（平成17
～19年度）（文部科学省, online3）が、すべての都
道府県に委嘱する形で全国で実施された。
　そして、特別支援教育体制に移行した平成19年
度からは、特別支援教育の理念や考え方が一層実行
できるよう、そしてそれ以後の新たな状況に対応す
るために、特別支援教育拡充のための様々な文部
科学省所管事業が展開されている。また、平成24
年には中央教育審議会初等中等教育分科会特別支
援教育の在り方に関する特別委員会報告「共生社会
の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築
のための特別支援教育の推進（報告）」（文部科学省, 
2012）が発表され、その後は、インクルーシブ教
育システムの構築と推進のための事業が展開されて
いる。
　本論文では、平成19年度以降に文部科学省が所
管して実施された特別支援教育推進・拡充のための
諸事業、及びそれに続くインクルーシブ教育システ
ム構築・推進のための諸事業に焦点を当て、どのよ
うな事業が、どの程度の事業費規模で実施されたの
か、事業の成果はどのように公表されているかにつ
いて明らかにすることを目的とした。
Ⅱ．方法
　１．分析対象資料
　文部科学省Webサイト（トップ>教育>特別支援
教育>特別支援教育について>15. 実施事業）（文部
科学省, online4）に掲載されている、平成19年度
から平成29年度までに実施された「発達障害を含む
障害のある子供一人一人の教育的ニーズに応じた支
援を行うため、幼稚園から高等学校における支援の
ため体制整備を推進する」文部科学省所管事業を、
分析対象資料とした。
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発達障害支援モデル事業」〔6〕は平成19～21年度
に実施されているが、平成22年度から新たに開始
され平成24年度まで実施された「特別支援教育総合
推進事業」〔14〕に、「高等学校における発達障害の
ある生徒への支援」として組み込まれていた。
　報告書等の公表状況については、次のアルファ
ベットにより表1に示した。A：中間報告書、B：
最終報告書、C：成果報告書（概要も含む)、D：成
果報告、E：調査報告書、F：実践事例集、－：報
告書等なし。すべての実施年度について報告書等
が見当たらなかった事業は9事業〔1, 2, 3, 7, 8, 10, 
13, 24, 27〕あった。なお、各事業の報告書等の種類、
件数、参照URLを付録1に示した。
　２．事業の年度別事業費とカテゴリー別事業費
　事業の年度別事業費と合計、カテゴリー別事業
費合計、及び総事業費合計を表2に示した。また各
事業の事業費合計が総事業費合計（1,137億8,682
万円）に占める割合（%（A））、及びカテゴリー別事
業費合計が総事業費合計に占める割合（%（B））も
求めた。事業費合計が最も多いのは「特別支援教育
就学奨励費負担等」〔1〕の987億7,693万円で、総
事業費合計の約87%を占めていた。次いで、「イン
クルーシブ教育システム構築」〔17〕38億7,556万
円（約3.4%）、「インクルーシブ教育システム推進」
〔24〕24億5,282万円（約2.2%）であった。
　３．カテゴリー別事業費の年度推移
　カテゴリー別事業費の年度推移を図1に示した。
下段に事業費が特に多い「特別支援教育就学奨励費
負担等」の推移を示し、上段にそれ以外のカテゴ
リー別事業費を示した。「特別支援教育就学奨励費
負担等」は年度ごとに増額されていた（平成19年度
66億6,465万円、平成29年度122億925万円）。そ
れ以外の事業費は平成24年度（1億4,469万円）ま
で漸減したが、平成25年度に「インクルーシブ教育
システム」に関する事業費が組み入れられたことに
より約20倍に急増した（平成25年度27億7,082万
円）。平成25年度から始まった「インクルーシブ教
育システム構築事業（13億8,497万円）」〔17〕は、
次の3事業で構成されていた。「早期からの教育相
談・支援体制構築支援事業」、「インクルーシブ教育
　２．分析のための基礎データ作成
　上記の分析対象資料を用いて、以下の手順で分析
のための基礎データを作成した。
　1）実施事業を年度ごとにWebサイトに記載され
た順に並べ、事業内容を確認したうえで、実施年度
の推移を表にまとめた。
　2）実施された事業は28事業と多かったため、著
者3人で事業内容を確認し、11のカテゴリーに分
類した。
　3）実施年度ごとの事業費と合計、年度別及びカ
テゴリー別の事業費合計を求め、表にまとめた。
　4）カテゴリー別事業費合計の年度推移を図にま
とめた。
　5）各事業の報告書等の公表状況について、文部
科学省のWebサイトを検索し、表にまとめた。
　6）平成21年度実施事業分からWebサイトに掲
載されている「行政事業レビューシート」（文部科学
省, online5）を適宜参照した。
　1）から5）までの基礎データは第2著者が原案
を作成し、第1著者と第3著者を交えた協議により
最終版を作成した。
　３．分析方法
　作成された基礎データに基づき第1著者が分析結
果の原案を作成し、第2著者と第3著者を交えた協
議により結果と考察にまとめた。
Ⅲ．結果
　以下、〔　〕内の数字は表中のNoを示す。
　１．事業の内容、実施年度、報告書等の公表状況
　事業名、事業内容、実施年度、報告書等の公表状
況を表1に示した。実施年度については、平成19
年度から平成29年度まで毎年度実施されたのは「特
別支援教育就学奨励費負担等」〔1〕のみで、単年度
実施のものも11件〔2, 3, 4, 7, 9, 12, 13, 18, 20, 27, 
28〕あった（但し, 〔3〕はそれまでの継続事業の最
終年度。〔28〕はH30年度も継続）。単年度実施事業
のうち、次年度の事業に発展的に引き継がれたも
のも4件〔3, 13, 18, 20〕あった。また、目的や内
容を変えながら他の事業に発展的に組み入れられて
いった事業もあった。例えば、「高等学校における
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を負担している（第2条）。特別支援学校に在籍す
る児童生徒は平成19年以降も毎年増加している（園
山・趙, 2017）ことなどが、事業費の増加に関係し
ていると考えられる。
　平成25年度に「特別支援教育就学奨励費負担等」
を除く事業費合計が前年比で約20倍に急増したこ
とは、「インクルーシブ教育システム構築」事業が新
たに始まったことによる。このことには、平成18
年12月に国連総会で「障害者の権利に関する条約」
が採択されたことが大きく影響している。我が国で
はこの条約批准（平成26年1月に批准）に向けて国
内法の整備を進めるために、平成21年12月に内閣
府に「障がい者制度改革推進本部」が設置され、そ
の下に「障がい者制度改革推進会議」が設けられた。
この会議の第一次意見を踏まえて、中央教育審議会
初等中等教育分科会に対し審議要請があった（文部
科学省, 2012）。その際に設置された「特別支援教
育の在り方に関する特別委員会」の審議を経て、平
成24年7月に「共生社会の形成に向けたインクルー
シブ教育システム構築のための特別支援教育の推進
（報告）」（文部科学省, 2012）が公表され、平成25
年度以降この報告に基づく諸事業が実施され、現在
も継続されている。この報告では、「インクルーシ
ブ教育システムにおいては、同じ場で共に学ぶこと
を追求するとともに、個別の教育的ニーズのある幼
児児童生徒に対して、自立と社会参加を見据えて、
その時点で教育的ニーズに最も的確に応える指導を
提供できる、多様で柔軟な仕組みを整備することが
重要である。小・中学校における通常の学級、通級
による指導、特別支援学級、特別支援学校といっ
た、連続性のある『多様な学びの場』を用意してお
くことが必要である。」とされ、通常の学級から特
別支援学校を含め、地域での連続性のある「多様な
学びの場」の整備が進められている。一方で、荒川
（2017）は、本質的なインクルーシブな授業実践に
関する課題を指摘しており、本事業は本質的なイン
クルーシブ教育システムの実現に向けて、今後もよ
り実質的な課題解決を目指して継続されることが予
測される。
　平成28年度からは、入院している児童生徒や学
システム構築モデル事業」（インクルーシブ教育シ
ステム構築モデルスクール、インクルーシブ教育シ
ステム構築モデル地域〔交流及び共同学習〕、イン
クルーシブ教育システム構築モデル地域〔スクール
クラスター〕）、及び「特別支援学校機能強化モデル
事業」（特別支援学校のセンター的機能充実事業、
特別支援学校ネットワーク構築事業）。
　４．行政事業レビューシート
　行政事業レビューシートには、文部科学省所管事
業の目的、関係法令・報告、事業費の使途、評価等
について、詳細な記述がなされていた。しかし、
内容は多岐にわたり、含まれる事業も多く、本論
文で取り上げた「実施事業」それぞれに対応したレ
ビューシートではなかったため、内容を整理して示
すことが難しかった。例えば、平成29年度実施事
業は平成30年度行政事業レビューシートに記載さ
れているが、次の6事業のシートが掲載されていた
（文部科学省, online5）。「特別支援教育充実事業」
（834万円）、「切れ目ない支援体制整備充実事業費
補助」（15億4,200万円）、「特別支援教育設備整備費
等補助」（4,500万円）、「特別支援教育就学奨励費負
担等」（122億900万円）、「独立行政法人国立特別支
援教育総合研究所運営費交付金に必要な経費」（10
億4,900万円）、「独立行政法人国立特別支援教育総
合研究所施設整備に必要な経費」（9,700万円）。そ
して、「特別支援教育充実事業」のレビューシートに
は18の事業が含まれていた。
Ⅳ．考察
　事業費が最も多かった「特別支援教育就学奨励費
負担等」は、「特別支援学校への就学奨励に関する法
律」に基づいている。第1条に「この法律は、教育
の機会均等の趣旨に則り、かつ、特別支援学校への
就学の特殊事情にかんがみ、国及び地方公共団体が
特別支援学校に就学する児童又は生徒について行う
必要な援助を規定し、もつて特別支援学校における
教育の普及奨励を図ることを目的とする。」とされ、
文部科学省は地方公共団体と併せ、保護者等の負担
能力に応じて、学校給食費、交通費、学用品費、
修学旅行費、寄宿舎費等の経費の全部あるいは一部
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方（最終報告）．今後の特別支援教育のあり方
に関する調査研究協力者会議．
http://www.mext.go. jp/b_menu/shingi/
chousa/shotou/054/shiryo/attach/1361204.
htm
（最終閲覧日：2019年10月10日）
文部科学省（online2）資料2「特別支援教育推進体
制モデル事業」の概要．
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/
tokubetu/material/1298209.htm
（最終閲覧日：2019年10月10日）
文部科学省（online3）参考資料12「特別支援教育
体制推進事業」の概要．
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/
tokubetu/material/021/023.htm　
（最終閲覧日：2019年10月10日）
文部科学省（online 4）15．実施事業．
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/
tokubetu/main/006.htm
（最終閲覧日：2019年10月10日）
文部科学省（online5）平成29年度の事業に係るレ
ビューシート．
http://www.mext.go.jp/a_menu/kouritsu/
detail/1405216.htm
（最終閲覧日：2019年10月10日）
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教育の展開－学校基本調査結果に基づく量的
分析－．人間と文化（島根県立大学）, 1, 117-
124．
（受稿　2019年10月11日，受理　2019年11月27日）
校で医療的ケアを必要とする児童生徒に関する事業
が新たに始められている。これは医療技術の進歩に
伴い、病弱教育の拡充を図るものであるといえる。
　事業の成果はほとんどの事業で公開されていた
が、公開情報が見当たらなかったものも9事業あっ
た。また、付録1に示したように、公表されている
成果の様式も様々であった。そのうち書籍として出
版されているものは1事業のみだった（文部科学省, 
2005）。これらの事業の成果はいずれも特別支援教
育やインクルーシブ教育システムの推進に向けて、
教育行政や教育現場で有用な情報であり、誰でもが
容易にアクセスできる仕組み作りが必要である。
　本論文では文部科学省Webサイトに掲載され
た、「発達障害を含む障害のある子供一人一人の教
育的ニーズに応じた支援を行うため、幼稚園から高
等学校における支援のため体制整備を推進する」
ために実施された文部科学省所管事業を取り上げた
が、特別支援教育やインクルーシブ教育システムの
推進のために実施されている事業はこれだけではな
いことに留意する必要がある。行政事業レビュー
シートに記載された多岐にわたる情報を整理するこ
とができれば、諸事業のより詳細な動向が把握でき
ると思われる。
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図1　カテゴリー別事業費の年度推移
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